
こどもの自殺対策に係る取組について

令和７年９月11日
こども家庭庁支援局 自殺対策室
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小中高生の自殺者の動向  
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【令和５年、令和６年】
小中高生の自殺者数年次比較

【令和６年（確定値）】小中高生の自殺者数年次推移

○小中高生の自殺者数は、近年増加傾向が続き、令和６年では529人と、統計のある1980（昭和55）年以降、最多の数値と
なった。

資料：警察庁自殺統計原票データより厚生労働省自殺対策推進室作成

令和７年３月28日現在

（人）

3

令和５年 令和６年 対前年増減数
（Ｒ６– Ｒ５）

合計 513人 529人 16

小学生 13人 15人 2

中学生 153人 163人 10

高校生 347人 351人 4
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【令和６年（確定値）】小中高生の自殺者数年次推移（男女別） 令和７年３月28日現在

資料：警察庁自殺統計原票データより厚生労働省自殺対策推進室作成

○小中高生の自殺者数を男女別にみると、男性は２年連続で減少したが、女性は２年連続で増加し、統計のある1980（昭和
55）年以降、最多の数値となった。
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自殺対策基本法の一部を改正する法律

こどもの自殺対策緊急強化プラン
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自殺対策基本法の一部を改正する法律の概要 （令和７年６月11日公布）

〇自殺対策基本法が平成18年に施行されて以降、我が国の自殺者の総数は減少傾向にあるが、近年、こどもの自殺者数は増加傾向が続いている。
令和６年の児童生徒の自殺者数は、52９人で過去最多となった（平成30年以降、約43％増・最も数が少なかった平成５年と比べ約２．７倍）。
10代における死亡原因の第１位が「自殺」であるのは、G７で我が国だけである。

〇こうした極めて深刻な状況に対処するため、こどもに係る自殺対策を推進するための体制整備・措置について定めるほか、デジタル技術を活用した施策の
展開、自殺リスク情報の迅速な把握、自殺を助長する情報・設備等対策、自殺未遂者等・自殺者の親族等への支援の強化について定める。

施行日 ： 公布の日から起算して６月を超えない範囲内において政令で定める日（ただし、３（第17条第３項部分）、４、６は、令和8年4月1日）

改正の趣旨

１．基本理念の追加（第２条第６項・第７項）
〇自殺対策は、デジタル社会の進展を踏まえ、情報通信技術、人工知能関連技術等の適切な活用を図りながら展開されるようにするとともに、自殺の防止

においては、インターネット等を通じて流通する自殺に関連する情報が及ぼす影響に関する適切な配慮のための取組の促進に特に留意する旨を明記
〇こどもが自立した個人としてひとしく健やかに成長することができ、心身の状況、置かれている環境等にかかわらず、その権利利益の擁護が図られ、将来

にわたって健康で心豊かな生活を送ることができる社会の実現を目指し、こどもに係る自殺対策を社会全体で取り組むことを明記

２．こどもの自殺の防止等に係る国の責務の改正及び学校の責務の追加
〇こどもに係る自殺対策について、内閣総理大臣、文部科学大臣及び厚生労働大臣は、その自殺の実態等を踏まえて適切かつ効果的に策定され、及び実施

されるよう、相互に又は関係行政機関の長との間において緊密な連携協力を図りつつ、それぞれの所掌に係る施策を推進することを明記（第３条第２項）
〇学校について、基本理念にのっとり、関係者との連携を図りつつ、こどもの自殺の防止等に取り組むよう努めることを明記（第５条）

３．基本的施策の拡充
〇自殺防止等の観点から、学校における心の健康の保持のための健康診断等の措置や、精神保健に関する知識の向上について規定（第17条第3項）
〇精神科医等の医療従事者に対する自殺の防止等に関する研修の機会の確保について規定（第18条）
〇自殺発生回避のための適切な対処に必要な情報が関係機関及び関係団体に迅速かつ適切に提供されるための措置について規定（第１９条第２項）
〇自殺の助長につながるような情報、物品、設備等について適切な管理、配慮等に関して注意を促すための措置について規定（第１９条第３項）
〇自殺未遂者等への継続的な支援を明記（第20条）、自殺者の親族等の支援について、その生活上の不安の緩和とともに、総合的な支援を規定（第21条）

４．協議会（第4章）
〇地方公共団体は、第19条（自殺発生回避のための体制の整備等）及び第20条（自殺未遂者等の支援）の施策でこどもに係るものを実施するに当たっては、

学校、教育委員会、児童相談所、精神保健福祉センター、医療機関、警察署等の関係機関、自殺対策に係る活動を行う民間団体等をもって構成する協議
会を置くことができることとし、協議会はこどもの自殺の防止等について情報交換及び必要な対処等の措置の協議を行うこととする旨を規定

５．状況の変化等を踏まえた検討（附則第２条）
〇自殺に関する状況の変化、自殺対策に係る諸施策の実施の状況等を踏まえ、必要な見直し等の措置が講ぜられるものとする旨を規定

６．こども家庭庁の所掌事務の追加（改正法附則第３項）
〇こども家庭庁の所掌事務として、こどもに係る自殺対策を規定

改正の概要
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こどもの自殺対策緊急強化プラン（概要） 令和５年６月２日
こどもの自殺対策に関する関係省庁連絡会議

○ 近年、小中高生の自殺者数は増加しており、令和４年の小中高生の自殺者数は514人と過去最多となった。
○ 関係省庁連絡会議を開催。有識者・当事者の方々からのヒアリングも踏まえ、こどもの自殺対策の強化に関する施策をとりまとめた。
○ このとりまとめに基づき、自殺に関する情報の集約・分析、全国展開を目指した１人１台端末の活用による自殺リスクの把握や都道府県等の
「若者自殺危機対応チーム」の設置の推進など、総合的な取組を進めていく。

○ 今後、さらにそれぞれの事項についてより具体化を図った上で、こども大綱に盛り込めるよう検討を進める。

こどもの自殺の要因分析
・ 警察や消防、学校や教育委員会、地方自治体等が保有する自
殺統計及びその関連資料を集約し、多角的な分析を行うための
調査研究の実施（自殺統計原票、救急搬送に関するデータ、CDRによる

検証結果、学校の設置者等の協力を得て詳細調査の結果等も活用）

・ 学校等における児童生徒等の自殺又は自殺の疑いのある事案
についての基本調査・詳細調査の実施。国における調査状況の
把握・公表 等
自殺予防に資する教育や普及啓発等
・ すべての児童生徒が「SOSの出し方に関する教育」を年１回
受けられるよう周知するとともに、こどものＳＯＳをどのよう
に受け止めるのかについて、教員や保護者が学ぶ機会を設定

・ 「心の健康」に関して、発達段階に応じて系統性をもって指
導。「心の健康」に関する啓発資料の作成・周知 等
自殺リスクの早期発見
・ １人１台端末の活用等による自殺リスクの把握のための、シス
テムの活用方法等を周知し、全国の学校での実施を目指す。科学
的根拠に基づいた対応や支援のための調査研究

・ 自殺リスク含む支援が必要なこどもや家庭を早期に把握・支援
するため、個人情報の適正な取扱いを確保しながら、教育・保
健・福祉などの情報・データを分野を超えた連携に取り組む

・ 公立小学校、中学校等でのスクールカウンセラーやスクール
ソーシャルワーカー等の配置促進 等

電話・ＳＮＳ等を活用した相談体制の整備
・ 「孤独ダイヤル」（#9999）の試行事業の実施

・ LINEやウェブチャット・孤立相談等のSNSを活用した相談体制
の強化 等

自殺予防のための対応

・ 多職種の専門家で構成される「若者の自殺危機対応チーム」を
都道府県等に設置し、自殺未遂歴や自傷行為の経験等がある若者
など市町村等では対応が困難な場合に、助言等を行うモデル事業
の拡充。その上で、危機対応チームの全国展開を目指す

・ 不登校児童生徒への教育機会の確保のための関係機関の連携体
制の整備や、不登校特例校の設置促進・充実 等

・ こども家庭庁の自殺対策室の体制強化、関係省庁と連携した啓
発活動

・ 「こども若者★いけんぷらす」によるこどもの意見の公聴、
制度や政策への反映（支援につながりやすい周知の方法も含む）

・ 関係閣僚によるゲートキーパー研修の受講及び全国の首長に向
けた受講呼びかけメッセージの作成 等

こどもの自殺対策に関する関係省庁の連携及び体制強化等

遺されたこどもへの支援

・ 地域における遺児等の支援活動の運営の支援 等

7-2665-



こどもの自殺対策に関する調査研究

・こどもの自殺の多角的な要因分析に関する調査研究
・小中高生の自殺関連行動に係る支援のための調査研究
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○ 令和５年度の調査研究（※）の結果を踏まえ、統計及び関連資料を拡充し、各資料等の特性を最大限に生かした分析を行うことにより、

こどもの自殺の実態解明に取り組むとともに、分析に当たっての課題把握に取り組むことを目的に実施。

（※） 令和５年度 こどもの自殺の多角的な要因分析に関する調査研究（こども家庭庁委託事業）

○ 上記の目的に鑑み、本調査研究では５つのテーマを設定し、各テーマに必要な７種のデータ・資料を収集。

① こどもの自殺や自殺企図等の現状と傾向 ② 自殺で亡くなったこどもたちの背景 ③ 自殺で亡くなったこどもたちの兆候

④ 死にたい気持ち等を抱えているこどもたちの背景 ⑤ こどもの自殺の要因分析における課題と今後の展望

○ 分析に当たっては、自殺統計において小中高生の「自殺の原因・動機」として多く計上されている社会的要因である「家庭問題」及び

「学校問題」、さらに両者の組み合わせに着目し、該当する「自殺の原因・動機」等に基づき、５つの型に分類。

○ 研究倫理審査委員会における審査・承認を受けて実施。また、学識経験者や実務者等の助言を得て、結果を取りまとめ。
助言者 生越 照幸（弁護士法人ライフパートナー法律事務所 代表）  竹内 和雄（兵庫県立大学環境人間学部人間形成コース 教授）

竹原 健二（国立成育医療研究センター政策科学研究部 部長） 馬場 優子（東京都足立区衛生部 部長）

原田 謙（長野県立こころの医療センター駒ケ根子どものこころ診療センター センター長）

調査の全体像と分析方法 令和６年度「こどもの自殺の多角的な要因分析に関する調査研究」概要

データ・資料 提供元 テーマ別分析対象 分析対象数

① ② ③ ④ ⑤

自殺統計原票データ（2009年1月～2023年12月） 警察庁 ● ● ● 5,628人

児童生徒の問題行動・不登校等生徒指導上の諸課題
に関する調査データ（2019年4月～2024年3月）

文部科学省 ● ● ● 1,908人

救急搬送人員データ（2016年～2022年） 消防庁 ● ● 23,062事案

「児童生徒の事件等報告書」、『子供の自殺が起き
たときの背景調査の指針』に基づく「基本調査結
果」及び「詳細調査報告書」（2020年4月～2024年9月)

都道府県
教育委員会等

● ● ● 422件の自殺事案
(546本の報告書)
のうち、155事案

予防のためのこどもの死亡検証体制整備モデル事業
（CDRモデル事業※１）における検証結果資料等

CDRモデル事業
実施自治体

● ● ● 0件※２

相談事業におけるチャット相談記録データ※３

（2024年12月20日～2025年1月19日）
NPO法人
ライフリンク

● ● 2,170名のうち、
609名

自殺に関連したオンライン掲示板への投稿情報デー
タ※４（2023年6月1日～2024年11月30日）

● ● 2,443件

※１ Child Death Reviewモデル事業 ※２ 資料の提供がなかったため、分析を実施することはできなかった ※３ 「生きづらびっと」及び「＃いのち SOS」へのチャット相談
※４ 「自殺と向き合う」への投稿データ ※５ 日本放送協会、ライフリンク、いのち支える自殺対策推進センターの共同実施

分類 自殺の原因・動機
「家庭問題」への
該当

自殺の原因・動機
「学校問題」への
該当

家庭問題型 あり なし

複合問題型
（家庭問題・学校問題）

あり あり

学校問題型 なし あり

その他の問題型 なし なし

不詳 － －

■ 分析に用いたデータ・資料 ■ 分析に当たっての自殺の原因・動機の分類

本調査研究では、「家庭問題」と「学校問題」及びその組み合わせに
着目して分類した。自殺の多くは、それ以外にも「健康問題」など多様
かつ複合的な原因及び背景を有しているため、これらの要因にも留意す
る必要がある。
教育委員会等の基本調査結果等及び自殺に関連したオンライン掲示板

への投稿情報データにおける「置かれていた状況」、相談事業における
チャット相談記録データにおける「リスク要因」についても、同様の観
点に基づき、５つに分類した上で分析を実施した。

「自殺と向き合う」
プロジェクト※５
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❶こどもの自殺や自殺企図等の現状と傾向 令和６年度「こどもの自殺の多角的な要因分析に関する調査研究」概要

○ 小中高生（20歳未満）の自殺者数は、2017年頃より増加傾向がみられ、その傾向は特に女性で顕著である。

○ 自損行為による救急搬送事案数は、男女ともに増加傾向がみられ、その傾向は、特に女性で顕著であった。

■ 自殺者数の推移（自殺統計原票データ）※20歳未満の小中高生

■ 自損行為による搬送事案数の推移（救急搬送人員データ）
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３つの大分類、計30項目に整理

❷自殺で亡くなったこどもたちの背景 令和６年度「こどもの自殺の多角的な要因分析に関する調査研究」概要

○ それぞれの調査の目的や実施者等が異なるため、各調査の分析結果からみえる「要因」（置かれていた状況等）の特徴も異なっていた。

○ 例えば、『子供の自殺が起きたときの背景調査の指針』に基づく基本調査結果等の資料（学校が調査の主体）を用いた分析では、

• 家庭関連や学校関連、あるいはその両方の問題を背景に持つこどもの割合が、自殺統計原票や児童生徒の問題行動・不登校等

生徒指導上の諸課題に関する調査データより多くなっていた 

• 具体的には、家庭関連では「ひとり親家庭」、学校関連では「学友からの孤立」、「学習困難・学業不振」、「進路問題」、

その他では「精神疾患」が、置かれていた状況として多く該当した（いずれも全事案のうち20％以上に該当）

○ 138事案の基本調査結果等の資料から、延べ422個、１事案あたり平均3.1項目の「置かれていた状況」が抽出された。

■ 基本調査結果等から抽出・整理された「置かれていた状況」に基づく分類

※ かっこ内は、138事案を母数としたときの該当割合

■ 基本調査報告書等の資料を用いた分析

基本調査結果が提供された155事案のうち、

分析できなかった17事案を除いた138事案

から延べ422個の「置かれていた状況」※

を抽出

※ 自殺と関係あったか否かによらず、生前にそのこどもの背景にあった
事象や発生した事象等の情報を、資料に記載されている客観的事実に
基づき抽出した。

家庭関連 「ひとり親家庭」（28.3％）等の10項目

※ 自殺統計において小中高生の「自殺の原因・動機」として多く計上されている社会的要因である「家庭問題」と
「学校問題」、及びその組み合わせに着目して分類した。自殺の多くは、それ以外にも「健康問題」など多様かつ
複合的な原因及び背景を有しているため、これらの要因にも留意する必要がある。

今回の分析は、あくまで提供された資料の記載内容に基づくものであり、自殺で亡くなったこどもたちの置かれていた状況の全体像を示すものではないことに留意が必要である。
学校が得た情報を整理して作成された資料では、学校関連の状況について、家庭関連やその他の状況と比べて把握されやすく、記載も多くなっている可能性もある。

学校関連

その他

「学友からの孤立」（26.1％）、「学習困難・

学業不振」（22.5％）、「進路問題」（20.3％）

等の９項目

「精神疾患」（21.7％）等の11項目
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○ 『子供の自殺が起きたときの背景調査の指針』に基づく基本調査結果等の資料から、亡くなったこどもから表出されていた様々な発言や

行動、様子の変化等の情報を「兆候」として、資料に記載されている客観的事実に基づき抽出し、整理した。

○ 138事案の基本調査結果等の資料から、延べ595個、１事案あたり平均4.3個の「兆候」が抽出された。

○ 自殺や死をほのめかす発言・行動（特異的兆候）では、「直接的な自殺のほのめかし」が39の事案であり、主に友人、学校、家族がその

兆候を知覚していた。

○ 兆候が知覚されても、その情報を他者に共有しなかった事案や情報をつないだかどうかが明らかでない事案が存在していた。

❸自殺で亡くなったこどもたちの兆候 令和６年度「こどもの自殺の多角的な要因分析に関する調査研究」概要

■ 基本調査結果等から抽出・整理された「特異的兆候」の表出時期（138事案中）

今回の分析は、あくまで提供された資料の記載内容に基づくものであり、自殺で亡くなったこどもたちの「自殺の兆候」の全体像を示すものではないことに留意が必要である。
記載がない兆候については、実際には表出されていたにもかかわらず、調査で把握されなかった、あるいは把握はされたが資料に記載されなかった可能性がある。

「直接的な自殺のほのめかし」（希死念慮や自殺願望、自殺の具体的な方法・計画などを主に

言語的に表出したもの）39事案について

 兆候を知覚した者（誰がその兆候を知覚したか）

友人（19事案）、学校（10事案）、家族（８事案）

 兆候を知覚した者が行った情報のつなぎ（連携）

不詳（記載なし、16事案）、誰にも情報を共有しなかった（10事案）、

誰かに情報を共有して一緒に解決を図ろうとした（９事案）

 情報の共有相手

学校（９事案）、家族（７事案）、不詳（記載なし、７事案）

138事案の基本調査結果等

から延べ595個の兆候※を

抽出

※ 亡くなったこどもから表出されていた様々な発言や

行動、様子の変化等の情報。当人がそれを意識的に

発していたか否か、知覚した者がその兆候を「自殺

につながりかねない兆候」として受けとめていたか

否かによらず、記載されている客観的事実に基づき

抽出した。

６つの大分類、計39項目に整理

自殺関連（特異的兆候） 回避

身体的不調 精神的不調

不安・悩みの表出 その他

■ 基本調査報告書等の資料を用いた分析

12-2670-



■ 20歳未満の者によるチャット相談記録（609名）の概要

○ チャット相談記録においては、相談利用者１名あたり平均1.9個のリスク要因が、相談員により捉えられていた。

○ 女性の相談利用者は男性の相談利用者と比較して「家庭問題型」及び「複合問題型（家庭問題・学校問題）」の割合が高かった。

○ チャット相談記録の分析結果は、自殺統計原票データにおける「自殺の原因・動機」や問題行動等調査データにおける「自殺した児童

生徒が置かれていた状況」の分析結果と比べて、家庭関連や学校関連の問題・悩みを持つ者の割合が高くなっていた。

❹死にたい気持ち等を抱えているこどもたちの背景(1/2） 令和６年度「こどもの自殺の多角的な要因分析に関する調査研究」概要

■ 相談対応の記録における「リスク要因」に基づく分類

（参考）自殺統計原票「自殺の原因・動機」に基づく分類

※ 自殺の多くは、「家庭問題」「学校問題」以外にも「健康問題」など多様かつ複合的な原因及び背景を有しているため、これらの要因にも留意する必要がある。

【性 別】男性 100名（16.4％）、女性 451名（74.1％）、その他・不詳58名（9.5％）

【年 齢】15歳以下 285名（46.8％）、16～19歳 324名（53.2％） （職業では、高校生 194名（31.9％）が最多）

【分類方法】相談対応において相談員が捉えたリスク要因※により５つの型に分類 ※家庭、学校、健康、メンタル不調、恋愛・性・性別 等

（参考）問題行動等調査「自殺した児童生徒が置かれていた状況」に基づく分類

13-2671-



❹死にたい気持ち等を抱えているこどもたちの背景(2/2） 令和６年度「こどもの自殺の多角的な要因分析に関する調査研究」概要

■ オンライン掲示板への投稿における頻出上位10名詞と他の語の対応

■ 20歳未満の者によるオンライン掲示板の投稿（2,443件）の概要及び分析方法

○ オンライン掲示板への投稿においては、頻出名詞上位10 語に対する、形容詞・動詞・形容動詞語幹の対応（係り受け）※ の関係として、

「自分」はしばしば「嫌い」や「悪い」という語を伴って使用されていた。

○ 無作為に抽出した300件の投稿メッセージに基づく「置かれている状況」では、以下の事項が多く該当していた。

• 「家庭関連」の中では「保護者からの心理的虐待（疑いも含む）」（78件、26.0％）

• 「学校関連」の中では「学校関連のその他の問題」（58件、19.3％）

• 「その他」の中では「身体的・精神的不調（診断を受けた疾患以外）」（69件、23.0％）

■ 投稿メッセージから抽出された「置かれている状況」に
基づく分類

【性 別】男性 203件（8.3％）、女性 1,545件（63.2％）、選択しない 332件（13.6％）、未指定 363件（14.9％）

【文 字 数】2～995字（中央値 193字）

【分析方法】・統計ソフトを用いて、投稿メッセージのテキスト情報を読み込み、頻出する語と語同士の関係について分析

・無作為に抽出した300件の投稿メッセージについて、「置かれている状況」を分析

（再掲）自殺統計原票「自殺の原因・動機」に基づく分類

※ 頻出上位10位の名詞（自分、私、親、誰、学校、友達、みんな、気持ち、毎日、周り）について、形
容詞・動詞・形容動詞語幹の対応（係り受け）の関係を表している。円の大きさ、線の太さは投稿数
に比例し、図の中心に近い円はネットワーク全体で重要な役割を果たしていると解釈できる。 14-2672-



本研究から得られた示唆・方向性等 令和６年度「こどもの自殺の多角的な要因分析に関する調査研究」概要

• それぞれ調査の目的や実施者等が異なるため、そこからみえる「要因」（置かれていた状況等）の特徴も異なる。

こどもの自殺に関する各種資料・データ

• 138事案の基本調査結果等の分析から、自殺で亡くなったこどもの背景にあった事象や発生した事象等の情報

（「置かれていた状況」）について、１事案あたり平均3.1項目の「置かれていた状況」が確認されたことは、こ

どもが自殺に至るまでには、様々な要因が相互に関わっていることを改めて示しているものと考えられる。

• 「兆候」については、１事案あたり平均4.3項目の「兆候」が抽出された。138事案のうち、自殺や死をほのめかす

発言・行動（特異的兆候）が抽出されたのは60事案（43.5％）であった。

• 「兆候」を知覚した者が、その情報を他者に共有した事案がある一方で、誰にも共有しなかった事案や共有の有無

が明らかでない事案も存在していたことから、自殺や死をほのめかす発言や言動を知覚した際の周囲の対応等に、

何かしらの難しさがあることが示唆された。

「置かれていた状況」と「兆候」の多様さ

• チャット相談記録やオンライン掲示板への投稿データからは、自殺統計原票データにおける「自殺の原因・動機」

や問題行動等調査データにおける「自殺した児童生徒が置かれていた状況」と比べて、家庭関連や学校関連の問

題・悩みを抱えている者の割合が高くなっていた。

• こうした結果は、自殺未遂や自殺企図経験のあるこどもを含めた「生きているこどもたちの声」を聴き、その背景

について理解を深めることが、こどもの自殺の要因分析にも有意義であることを示している。

• 加えて、生きているこどもたちの声を聴くことは、何がこどもたちの支えとなり得るのか（保護要因）を明らかに

することにつながる可能性がある。今後は、こどもの自殺に関するリスク要因だけでなく、こうした保護要因を社

会に増やすための検討を進める必要がある。

生きているこどもたちの声を聴く意義
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① 国内外の自殺未遂者支援に係るシステム・支援ツールのレビュー
  自殺未遂者支援に係る多機関連携の仕組みや一体的なケアのマネジメントに活用されている支援ツール、国内外の先行調査、文献、事例を整理する。

② 有識者による検討委員会の設置
小中高生の自殺関連行動や支援の実態を把握するため、保健・医療・福祉・教育の有識者や自治体関係者による
検討委員会を設置。支援機関を対象とした質問票やヒアリングシートを作成について協議を行う。
例）自殺未遂者の把握方法、原因・動機、支援方法、支援機関連携、情報共有の方法等

③ 支援機関対象の質問票調査を実施・分析
   病院・診療所、保健所、精神保健福祉センター、児童相談所などの支援機関を対象に質問票調査を行い、
支援の実態を把握する。

④ 個別ヒアリングの実施・分析
検討委員会において質問票調査結果を分析し、個別具体の実態を把握するため、協力が得られた
支援機関を対象にヒアリングを実施、支援や支援に当たっての連携の工夫点や課題、潜在ニーズ等
を含めた支援事例の詳細を調査、把握する。

⑤ 支援機関間の連携を促進する情報共有シート等の作成
  各結果を踏まえ、具体的な支援事例における工夫や課題を整理し、支援機関間の連携を促進する情報共有シート等を作成し、報告書を取りまとめる。

小中高生の自殺関連行動に係る支援のための調査研究（令和７年度子ども・子育て支援等推進調査研究事業 ）

○ 小中高生の自殺者については、令和６年版自殺対策白書によると、令和４年以降の自殺者のうち、自殺未遂後１年以内に自殺した者は
未遂歴がある自殺者の過半数を占めていたことから、自殺未遂者の自殺の再企図防止とこどもを取り巻く関係者による一体的な支援強化
が求められている。

○ 自殺未遂者とその家庭が適切な支援につながり、安心した地域生活を継続できる体制の構築に向けて、自殺未遂者支援の実態把
握と支援事例の取りまとめを行い、具体的な工夫や課題の整理と支援機関間の連携を促進する情報共有の手法について検討を行う。

背景・目的

内容・方法（案）
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第２章 こどもの自殺の状況と対策⑤
小中高生の自殺者における自殺未遂歴
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小中高生以外

時期不詳

１年より前

１年以内

１か月以内

 小中高生の自殺者急増前（2009～2019年）、自殺者急増期（2020～2021年）、自殺者急増後（2022～2023年）
の各期間について、小中高生の自殺者に占める自殺未遂歴ありの割合の推移をみると、

 女性は、自殺者急増期に自殺未遂歴ありの割合が上昇している。

 女子小学生は、自殺者急増後も自殺未遂歴ありの割合が横ばいで推移している。

 2022年以降では、小中高生は男女ともに自殺未遂があった時期が自殺の１年以内である場合が過半数を占め、特
に女子小学生や女子高校生では、自殺から１か月以内に自殺未遂歴があった自殺者の割合が高い。
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資料：警察庁自殺統計原票データより厚生労働省作成

自殺統計原票が
改正された2022
年以降、自殺未
遂の時期につい
ても把握可能と
なった。

男性 女性
性別、期間別にみた小中高生の自殺者に占める自殺未遂歴ありの割合

令和６年版自殺対策白書
（参考）
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こども・若者の自殺危機対応チーム事業の
更なる推進について

-2676-



こども・若者の自殺危機対応チーム事業の更なる推進

○ 令和６年（2024年）の小中高生の自殺者数は、529人と過去最多となり、自殺予防等への取組について強化していく必要がある。特に、自殺未遂歴
や自傷行為歴等のあるハイリスク者への危機介入の強化が必要である。

○ 「こどもの自殺対策緊急強化プラン」（令和５年６月２日とりまとめ）や「自殺総合対策大綱」（令和４年10月14日閣議決定）においても、こどもの自殺
危機に対応していくチームとして、学校、地域の支援者等が連携し自殺対策にあたることができる仕組みの構築について盛り込まれている。また、本
プランにおいては、チームの全国への設置を目指すことになっている。

○ こうした状況を踏まえ、こどもの自殺対策の強化の観点から、「こども・若者の自殺危機対応チーム」の設置によるこどもや若者の困難事案への的
確な対応に向け、より一層取組を推進する必要がある。

３  実施主体等

２  事業の概要・スキーム
多職種の専門家で構成される「こども・若者の自殺危機対応チーム」を設置し、市町村等では自殺未遂歴や自傷行為の経験等があるこども・若者へ

の対応が困難な場合に、助言等を行う事業を実施する。
【こども・若者の自殺危機対応チーム】（事務局：地域自殺対策推進センター等）
○ 支援対象者：次のこども・若者のうち、市町村等での対応困難な場合に対応チームによる支援を必要とする者

①自殺未遂歴がある、②自傷行為の経験がある、③自殺をほのめかす言動があり、自殺の可能性が否定できない 等

○ 構成：精神科医、心理士、精神保健福祉士、弁護士、ＮＰＯ法人 等 ※ケースや地域の実情・課題により必要な人員とする

○ 内容：地域の関係機関からの支援要請を受けて、以下を実施。
①チーム会議の開催：支援方針・助言等の検討
②支援の実施  ：支援方針に基づく地域の関係機関への指導・助言、現地調査
③支援の終了  ：地域の関係機関への引継

○ 都道府県・指定都市への取組支援：
厚生労働大臣指定調査研究等法人「いのち支える自殺対策推進センター」が、当該事業を実施する都道府県・指定都市に係る情報を整理し、本

事業に取り組む都道府県・指定都市への支援を行う。

○ 実施主体：都道府県・指定都市、厚生労働大臣指定調査研究等法人「いのち支える自殺対策推進センター」
○ 交付率：10/10

（38億円の内訳）  
地域自殺対策強化交付金     32億円
調査研究等業務交付金    6.0億円

１  事業の目的

令和７年度当初予算 38億円の内数（37億円の内数）※（）内は前年度当初予算額

※令和６年度補正予算額 20億円の内数

19-2677-



ゲートキーパー研修について
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JSCP ゲートキーパー研修について

ゲートキーパー
研修

ー 傾聴編 ー

厚生労働大臣指定法人・一般社団法人 いのち支える自殺対策推進センター

目次

「死にたい」気持ちを抱えている人の心理状態第1章

あなたもゲートキーパーになれる
-その４つの役割とは-第２章

第３章 ゲートキーパー自身のセルフケア

ゲートキーパー
研修

ー 連携編 ー

厚生労働大臣指定法人・一般社団法人 いのち支える自殺対策推進センター

目次

自殺の現状第1章

「生きることの包括的な支援」とは

地域自殺対策の実践

第２章

第３章

確認テスト

確認テスト

合
格

【受講の流れ】

○ いのち支える自殺対策推進センター（JSCP）において、「ゲートキーパー」に関するｅ-ラー
ニング教材を作成しました。

○ 自治体職員向けに作成しており、①傾聴編（約15分）、②連携編（約35分）で構成されて
おり、動画を視聴後、確認テストを受け合格することで、研修修了となります（全体で約1時
間）。

○ 自治体職員以外の方も、①傾聴編を受講することにより、ゲートキーパーに必要な知識を
得ることができます。

※ R５/9/19に配信済みです。ＪＳＣＰのHP（https://jscp.or.jp/）をご確認ください。

※ 研修修了者数：８,９８１名（令和７年３月31日時点）

修了
※修了証が表
示されます
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首長部局における
いじめ防止・不登校対策
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令和６年度補正予算：４．１億円
令和７年度予算 ：０．１億円（0.1億円）

支援局 総務課地域におけるいじめ防止対策の体制構築の推進

事業の目的
いじめを政府全体の問題として捉え直し、こども家庭庁、文部科学省など関係省庁の連携の下、こども家庭庁が学校外からのアプローチ
によるいじめ防止対策に取り組むことで、学校におけるアプローチ等と相まって、いじめの長期化・重大化防止、重大事態の対処の適切化
を推進する。
事業の概要

【(１)学校外からのアプローチによるいじめ解消の仕組みづくりに向けた手法の開発・実証】（令和６年度補正予算：4.１億円）
①実証地域（自治体の首長部局）での開発・実証
 自治体の首長部局において、専門家を活用するなど、学校における対応のほかに、いじめの相談から解消まで
関与する手法等の開発・実証を②と連携して行う。

（開発・実証イメージ）
・令和６年度に未実施の地域（ブロック）や、都道府県レベルでの実証地域の拡充
・相談対応のみならず、首長部局がいじめ解消まで関与すること、関係部局等との連携体制を構築することを前提

  ・いじめの長期化・重大化を防止する観点から、以下のテーマ等にも重点的に取り組む
➢学校以外の集団におけるいじめに対応するための体制構築（認知時の情報共有、指導者等への研修など）

  ➢被害児童生徒・保護者支援のための体制構築 ➢加害児童生徒・保護者支援のための体制構築
➢首長部局と警察、学校が連携し、相談内容に応じて情報共有や解消に向けた連携した対応を行うための体制構築
・実証地域での成果・課題を踏まえた、首長部局でのいじめ解消の仕組み導入のための手引きの作成
②実証地域への専門的助言や効果検証及び重大事態報告書の分析等
①の実証地域における取組への専門的助言や効果検証の伴走支援等（民間団体等に委託）

【(２)いじめ調査アドバイザーの活用】 （令和７年度予算案：0.1億円）
いじめ重大事態調査については、委員の第三者性確保の課題等により調査の着手が遅れるなど問題が指摘
されており、調査の第三者性確保の観点から、法律、医療、教育、心理、福祉等の専門家をいじめ調査アドバ
イザーとして委嘱し、自治体等から寄せられた人選・調査方法に係る相談に対して、助言を行う。
また、「いじめの重大事態の調査に関するガイドライン」の見直しにあわせ、いじめ調査アドバイザーや外部有識者を
活用し、新たにいじめ重大事態調査の第三者委員となりうる専門家等に対して、研修会を実施する。

実施主体等
（１）①実証地域（首長部局）での開発・実証

②実証地域への専門的助言や効果検証等   

（２）いじめ調査アドバイザーの活用           

拡充

※令和５年度補正予算： ４．１億円 ( )内は前年度予算額

文部科学省こ ど も 家 庭 庁

連携

社会総がかりのいじめ防止対策を
推進

学校におけるアプローチの強
化と相まって、いじめの長期化・
重大化防止に資する首長部局
における取組をモデル化

いじめ防止対策推進法に基
づく適切な対応と相まって、重
大事態に至った事案の適切な
対処を推進

(1)①実証地域 令和6年度（R6.7月時点） 令和６年度補正予算

地域数 12ヵ所 16ヵ所

補助率等 委託費（国10/10） 委託費（国10/10）

【委託先】 都道府県、市区町村
【補助割合等】委託費（国10/10）
【委託先】 民間団体等（1団体）
【補助割合等】委託費（国10/10）
【実施主体等】国が専門家に委嘱 2-2681-



団体名 主な取組

北海道
旭川市

市長部局に創設されたいじめ防止対策専門部署において、相談窓口を設置し、こどもや
保護者からの相談に直接対応。R7は警察や医療と連携した取組を新たに実施。

千葉県
松戸市

市長部局にいじめ相談専用窓口を開設し、専門職による相談体制を構築。SNSを活
用し、休日夜間も相談対応。

三重県
伊勢市

市長部局に設置されたいじめ相談窓口が、福祉部局など関係機関と密に連携し、被害
（加害）者の背景（家庭環境等）も踏まえた対応を実施。

大阪府
堺市

臨床心理士等の専門職がこども本人を訪問し、意向や意見を直接聞くとともに、特性等
にあった対応を実施。

大阪府
八尾市

１人１台端末にいじめ報告相談用アプリを導入。福祉等の関係部局と連携して対応す
るほか、こども家庭センターとの一体的な運営を計画。

大阪府
箕面市

連絡帳アプリ等の相談ツールを活用し、市長部局のいじめ相談担当に直接相談を申し
込める環境を構築。児童集会等にも積極的に参加し、予防活動にも注力。

福岡県 知事部局にこどもいじめ専用窓口を開設し、県内の小・中・高等学校等の相談対応。
県内市町とも連携して対応。また、私学部局と連携し、私立学校への対応にも注力。

熊本県
熊本市

市長部局にこどもの権利擁護の相談窓口を設置。NPOと連携した24時間チャット相談
やこども食堂と連携した事案の早期把握、カードゲームを活用した予防啓発にも注力。

令和７年度「学校外からのアプローチによるいじめ解消の仕組みづくりに
向けた手法の開発・実証」各自治体の事業計画①（３年目の自治体）
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団体名 主な取組

岩手県
盛岡市

令和6年4月に市長部局に相談窓口を設置。多様なツールを活用し、学校にも親にも
相談できないこどもの悩みや不安に対応。こども家庭センター内の社会福祉や心理など
の資格を持つ専門の職員と連携して対応。

東京都
品川区

令和6年1月に区長部局にいじめ相談専門部署を設置。相談対応のほか、地域におけ
る各種団体等へのいじめ予防啓発事業（出前講座等）の実施や、被害者支援の拡
充として、医療のサポートにかかる費用の補助を検討。

新潟県
新潟市

令和6年4月にこどもの権利相談・救済機関を設置（改正条例の施行）。第三者的
な立場から、いじめを含む様々なこどもの権利侵害に関する相談を受け、こどもの権利救
済委員による調査を経て、必要に応じて市の機関に勧告等を行う。

静岡県
湖西市

令和６年４月から市長部局にいじめ防止対策専門部署を設置。ＰＴＡや地域を対
象にした地域いじめ防止リーダーの養成、１人１台端末にいじめ通報が日常的に可能に
なる健康観察ツールを導入。

奈良県
天理市

いじめ専門の支援員を市長部局（児童福祉部局）に配置することで、教育委員会と連携
した相談窓口において、福祉的見地からより緊密な情報共有や早期かつ適切な支援を行う。

令和7年度「学校外からのアプローチによるいじめ解消の仕組みづくりに
向けた手法の開発・実証」各自治体の事業計画②（1～2年目の自治体）

4

新
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① 地域において、教育委員会と連携するほか、必要に応じて関係機関・民間施設（NPO・フリースクール）等と連携し、不登校のこどもの心身の状況や、
休み始めから回復するまでの時期に応じた支援の手法等について開発・実証
② 教育委員会との連携にあたって首長部局の窓口の役割を担ったり、不登校のこどもや保護者のサポートを行うために医療や福祉などの関係機関等と
の連携・調整を行ったりするコーディネーターの活用により、首長部局における支援体制の構築
（時期に応じた支援の例）
◆休み始める時期
・不登校のこどもの今後の見通しや地域の支援メニューに関する情報提供等の相談支援
・不登校のこどもの発達特性に応じた医療や福祉等の専門機関と連携した生活等の支援
◆家庭で過ごし休養する時期
・家庭で過ごす不登校のこどもへの支援
・行政機関と民間施設等が協力した相談会の開催
・自治体における民間施設等の情報提供
◆回復傾向にあって他者との関わりが増える時期
・民間施設等を利用するこどもの通所送迎支援
・民間施設等における、学校生活や生活リズムに慣れない小学校低学年のこどもに対する支援
・民間施設等における、高校生へのキャリア形成に向けた支援

令和６年度補正予算 2.6億円

支援局 総務課地域における不登校のこどもへの切れ目ない支援事業

事業の目的

 最新の調査（令和５年度）では、小中学校の不登校のこどもが過去最多の約35万人になるとともに、そのうちの約４割（約13万人）に当たるこどもが、
学校内外の機関等で専門的な相談等を受けていない状況となっており、一人一人の状況に応じた適切な支援が届いているとはいえない。

 学校につながりがもてず、また、地域社会とのつながりももてずにいるこどもを含め、不登校のこども・保護者の悩みやニーズ等に対し、各地域において、こども
の育ちの点からきめ細かく対応する支援策の実証や体制構築を支援することにより、不登校のこどもへの包括的で切れ目ない支援モデルを創出し、社会的
な自立につなげることを目的とし、学校内外の機関等で専門的な相談を受けていない不登校のこどもの割合の低下を目指す。

事業の概要

実施主体等

【委託先】都道府県・市区町村

こども家庭庁
都道府県

・
市区町村

教育委員会・学校

福祉部局・
こども政策担当部局

委託

連携
①地域の実情に応じた不登校
のこどもや保護者への支援
メニューの開発

②地域における関係者・
関係機関コーディネート
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団体名 主な取組 休 家 回

北海道
旭川市

地域ボランティアの活用による居場所や体験活動の提供、関係機関との連携によ
る交流会等の開催、個別支援プランの作成による専門的な支援と訪問等による
定期的な相談支援の実施。

● ● ●

宮城県
富谷市

不登校相談窓口の開設、電話や訪問による継続的な支援の実施、保護者相談
会・交流会の開催、福祉サービス利用・フリースクール見学等の同伴支援の実施。 ● ● ●

東京都
三鷹市

医療機関と学校・家庭をつなぐコーディネーターを活用した、こども・保護者への助言
やケースに応じた家庭・学校での環境調整等の医療機関と連携した支援の実施。 ● ● ●

愛知県
名古屋市

不登校が長期化する前の小学校低学年のこどもを対象に、支援員による概ね
週１回の家庭訪問を実施。 ● ● ●

愛知県
豊明市

不登校相談窓口の設置、多職種連携によるアセスメントと個別支援計画の作成、
学校外の居場所の創出・提供、地域資源を活用した体験活動の実施、保護者
支援等の実施。

● ● ●

滋賀県
こどもの状態に応じたアセスメント手法等の開発、医療的知識向上に資する研修
コンテンツの作成、保護者交流・相談会の開催、高校生の不登校にかかる実態
把握・支援の実施。

● ● ●

令和７年度「地域における不登校のこどもへの切れ目ない支援事業」
各自治体の事業計画①

※休：休み始める時期の支援 家：家庭で過ごし休養する時期の支援 回：回復傾向にあって他者とのかかわりが増える時期の支援
6-2685-



令和７年度「地域における不登校のこどもへの切れ目ない支援事業」
各自治体の事業計画②

団体名 主な取組 休 家 回

京都府 家庭訪問によるこども・家族への心理的なサポート、社会参加に向けた情報提供
等の実施。支援の途切れやすい中学校卒業後も継続した支援を実施。 ●

兵庫県
丹波市

福祉の専門職等と連携したアウトリーチメニューの開発、保護者交流会の開催、
自己肯定感を高める体験活動の実施。 ● ● ●

鳥取県
ポータルサイトによる不登校支援施設の情報提供、オンライン及び対面による保
護者等への居場所提供、フリースクールスタッフの指導力向上のための伴走支援
等の実施。

● ● ●

岡山県
奈義町

支援実施機関の関係者が協働し、支援プランの作成・伴走型支援の実施、不
登校のこどもの居場所づくりを実施（高校生も対象）。 ● ●

山口県
宇部市

保護者交流会の開催、中高生対象のフリースペースを活用し、社会参加に向け
た支援の提供。 ●

※休：休み始める時期の支援 家：家庭で過ごし休養する時期の支援 回：回復傾向にあって他者とのかかわりが増える時期の支援
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